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・平成25年６月14日日本再興戦略閣議決定。成長戦略を実行・実現するものとして、政権を挙げて優先的に取り組むべき施策を
厳選し、３つのアクションプランが打ち出された。

① 産業の新陳代謝の促進
（緊急構造改革プログラム）

・３年間で設備投資を10％増加させ、リーマンショッ
ク前の民間投資の水準（約70兆円/年（昨年度63
兆円））に回復

・開廃業率10％台（現状約５％）を目指す

② 人材力強化・雇用制度改革
・５年間で失業期間６ヶ月以上の者の数を２割減少
させ、転職入職率を９％（2011年7.4％）に

・2020年に女性の就業率（25歳～44歳）を73％（現
状68％）に

・今後10年間で世界大学ランキングトップ100に10校
（現状２校）以上に

③ 科学技術イノベーション
・イノベーション（技術力）ランキングを今後５年以内
に世界第１位に

④ 世界最高水準のＩＴ社会の実現
・2015年度中に、世界最高水準の公共データ公開
内容（データセット１万以上）を実現

⑤ 立地競争力の強化
・2020年までに、世界銀行のビジネス環境ランキン
グで先進国３位以内（現在15位）に

・世界都市総合力ランキングで東京を３位以内（現
在４位）に

日本産業再興プラン 戦略市場創造プラン 国際展開戦略

① 国民の「健康寿命」の延伸
・健康予防、介護関連産業の市場規模を2020年に
10兆円（現状４兆円）に拡大

・医薬品、医療機器、再生医療の医療関連産業の
市場規模を2020年に16兆円（現状12兆円）に拡大

② クリーン・経済的なエネルギー需給の実現
・2020年に約26兆円（現状８兆円）の内外のエネル
ギー関連市場を獲得

③ 安全・便利で経済的な次世代インフラの構築
・2030年に重要・老朽化インフラは全てセンサー等
を活用した高度で効率的な点検・補修を実施

・2030年には安全運転支援装置・システムが国内販
売新車に全車標準装備、ストックベースでもほぼ
全車に普及

④ 世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現
・2030年に訪日外国人旅行者数3,000万人を達成
（2012年は837万人）

・今後10年間で６次産業化を進める中で農業・農村
全体の所得を倍増

① 経済連携の推進
・2018年までに、貿易のＦＴＡ比率70％（現状19％）
を目指す

② インフラ輸出
・2020年に約30兆円（現状約10兆円）のインフラシ
ステムを受注

③ 中堅・中小企業に対する支援
・2020年までに中堅・中小企業等の輸出額の2010
年比２倍を目指す

④ クールジャパンの推進
・2018年までに放送コンテンツ関連海外売上高を
現在（63億円）の３倍に増加

⑤ 対内直接投資の活性化
・2020年における対内直接投資残高を2012年末
時点の17.8兆円から35兆円へ倍増

淀んでいたヒト、カネ、モノを一気に動かし、10年間の平均で名目成長率３％程度、 実質成長率２％程度を実現。
その下で、10年後には１人当たり名目国民総所得が150万円以上拡大。

（ 主要な成果目標）

出典：首相官邸「日本経済再生本部」資料

日本再興戦略①
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・アベノミクス「三本の矢」により始まりつつある経済の好循環を一過性のものに終わらせず、持続的な成長軌道につなげるべく、
平成26年６月24日、「日本再興戦略」改訂2014を閣議決定。

日本再興戦略②

出典： 首相官邸「これまでの改革の主な成果と新たな取組 概要」 １３８



・本年６月、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」の規定に基づき、基本計画
を閣議決定。

・今後、基本計画等に基づき、役割分担を明確にしつつ、ハード・ソフトの対策の組合せ、民間の活力の活用、費用対効果の的確
な評価やＰＤＣＡ等により、重点的・効率的に取組を推進。

出典： 内閣官房資料

国土強靱化基本計画

国土強靱化基本計画の概要
国土強靱化基本計画について

○国土強靱化基本法第10条に基づく計
画で、国土強靱化に係る国の他の計画

等の指針となるもの（アンブレラ計画）

○脆弱性評価結果を踏まえた、施策分野

ごと及びプログラムごとの推進方針を定

める

●国土強靱化の基本的考え方（第１章）

●脆弱性評価（第２章） 略
●国土強靱化の推進方針（第３章） ～施策分野ごとの推進方針～

●計画の推進と不断の見直し（第４章）

〔理念〕
○国土強靱化の基本目標
①人命の保護
②国家・社会の重要な機能が致命的な障害を受け
ず維持される

③国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化
④迅速な復旧復興

〔基本的な方針等〕
○依然として進展する東京一極集中からの脱却、

「自律・分散・協調」型の国土の形成
○施策の重点化、ハード対策とソフト対策の適切な組

み合わせ
○既存社会資本の有効活用等による費用の縮減
○PPP/PFIによる民間資金の積極的な活用
○PDCAサイクルの繰り返しによるマネジメント 等

【行政機能／警察・消防等分野】

・政府全体の業務継続計画を踏まえた対策

の推進 等

【住宅・都市分野】

・密集市街地の火災対策、住宅・学校等の

耐震化、建築物の長周期地震動対策 等

【保健医療・福祉分野】

・資機材、人材を含む医療資源の適切な配

分を通じた広域的な連携体制の構築 等
【エネルギー分野】

・エネルギー供給設備の災害対応力、地域

間の相互融通能力の強化 等

【金融分野】

・金融システムのバックアップ機能の確保、

金融機関横断的な合同訓練の実施 等

【情報通信分野】

・情報通信システムの長期電力供給停止等に

対する対策の早期実施 等

【産業構造分野】

・企業連携型BCP/BCMの構築促進 等

【交通・物流分野】

・交通・物流施設の耐災害性の向上 等

【農林水産分野】

・農林水産業に係る生産基盤等のハード対策
や流通・加工段階のBCP/BCM構築等ソフト

対策の実施 等

【国土保全分野】

・防災施設の整備等のハード対策と警戒避難
体制の整備等のソフト対策を組み合わせた総

合的な対策 等

【環境分野】

・災害廃棄物の迅速かつ適正な処理を可

能とする廃棄物処理システムの構築 等

【土地利用（国土利用）分野】

・多重性・代替性を高めるための日本海側

と太平洋側の連携 等

【リスクコミュニケーション分野】

・国や自治体、国民や事業者等の自発的

取組促進のための双方向コミュニケーショ
ン、教育、訓練 等

【老朽化対策分野】

・長寿命化計画に基づく、メンテナンスサイ

クルの構築 等
【研究開発分野】

・自然災害・老朽化対策に資する優れた技

術の研究開発、普及、活用促進 等

○今後、国土強靱化に係る国の他の計画について必要な見直しを行いな

がら計画を推進

○概ね5年ごとに計画内容の見直し、それ以前においても必要に応じて所
要の変更

○起きてはならない最悪の事態を回避するプログラムの推進計画（※）を毎年

度の国土強靱化アクションプランとして推進本部が策定。これにより施策や

プログラムの進捗管理及び重要業績指標等による定量的評価を実施。

（※）プログラムごとの推進方針（略）に重要業績指標（ＫＰＩ）を加えて作成

○重点化すべき15プログラムを重点的に推進

〔特に配慮すべき事項〕
○オリンピック・パラリンピックに向けた対策 等

○災害時でも機能不全に陥らない経済社会システ
ムを平時から確保し､国の経済成長の一翼を担う

平成26年６月３日

閣議決定
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・「農林水産業・地域の活力創造プラン」の推進等、農業の成長産業化に向けた諸改革が進められているところであり、北海道に
おいてもこの構造改革に的確に対応し、北海道特有の農林水産業を積極的に進めていく必要がある。

農林水産業・地域の活力創造プラン

出典： 首相官邸「農林水産業・地域の活力創造プランの改訂（平成26年６月24日） 概要」 １４０



観光立国実現に向けたアクション・プログラム2014

・訪日外国人旅行者数1,000万人を達成し、さらに2020年に向けて2,000万人の高みを目指すために必要な施策を６つの柱としてと
りまとめた「観光立国実現に向けたアクション・プログラム2014」を、平成26年６月17日に観光立国推進閣僚会議において決定。

出典：第８回国土交通省観光立国推進ワーキンググループ資料１４１



国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）

・平成25年11月にとりまとめられた「インフラ長寿命化基本計画」に基づき、国土交通省が管理・所管するあらゆるインフラの維持
管理・更新等を着実に推進するための中長期的な取組の方向性を明らかにする計画として、平成26年５月、国土交通大臣を議
長とする「社会資本の老朽化対策会議」において、「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」をとりまとめた。

出典：国土交通省「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）（平成26年５月21日） 概要（本文）」 １４２


